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（地方自治法施行令 167 条），随意契約（同法施行令 167 条の 2）およびせり売
り（同法施行令 167 条の 3）についても，それぞれ条件を課している。
なお，会計法 29 条の 3第 3項によれば，「契約の性質又は目的により競争に
加わるべき者が少数で第一項の競争に付する必要がない場合及び同項の競争に




























































という流れもある 5。この「総合評価方式」は，財務大臣通達（平成 18 年 8 月
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込みをした者以外の者











































なお，【事例 2】の判断であるが，同判決の控訴審【事例 3】東京高判令和 2年











適用法としては，以下の法律が想定される。刑法（明治 40 年法律第 45 号）は，
国内において罪を犯したすべての者に適用される法律である（刑法 1条 1項）。
また，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（独占禁止法，昭和






－176 （     ）－















公務員には，刑法 197 条 1 項「収
賄罪」，賄賂の収受・要求等により
情報漏洩などすると同法 197 条の

















刑法 96 条の 6 第 2 項の「談合罪」
の適用可能性あり。

























地方公共団体（2条 3 項），③国または地方公共団体が資本金の 2分の 1以上
を出資している法人（2条 2 項 1 号），および，④特別の法律により設立され
た法人のうち国または地方公共団体が法律により常時発行済株式の総数または
総株主の議決権の 3分の 1以上に当たる株式の保有を義務付けられている株式


















－178 （     ）－


































これらの見返りとして，同年 9月と 12 月に現金 10 万円と商品券 10 万円分を
受け取った容疑で逮捕した 14。この建設会社は，この情報を基に同年 6月初旬
















00分 （7月31日 10時07分更新） https://www.chunichi.co.jp/article/301616（2021年9月6日
最終閲覧）。
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賂を供与した。以上のことから，被告人Ａを懲役 2年 6 か













る加重収賄，贈賄の事案。被告人Ｂに懲役 2年 6 月（執行
































































































































































































































































































































































件数 43 38 34 43 28 42 24 32 32 26
検挙
件数 42 29 39 42 23 43 25 28 24 30
検挙
人員 67 48 57 59 44 51 52 52 38 45















































































































































































A　　　　 1万 2万 3万 4万 評価合計
1万 1 ― ― ― 1
2 万 2 0.5 ― ― 2.5
3 万 2 1 0 ― 3













本件工事は 20 万円が妥当だと思っている。そうしたときに他の入札参加者 B
の入札価格とのかかわりで利益額を示したのが表 6である。
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A　　　　 10 万 20 万 30 万 40 万 評価合計
10 万 － 5万 0 10 万 20 万 25 万
20 万 ― 0 10 万 20 万 30 万
30 万 ― ― 5万 20 万 25 万



































会計法 29 条の 5は，競争は，「特に必要がある場合においてせり売りに付す
るときを除き，入札の方法をもつてこれを行なわなければならない」とする。























































4 4 4 4 4 4 4 4
またはそれを
活用する
4 4 4 4
ことによって漏洩すべき情報（ここでは予定価格はあらかじめ開示し，
最低制限価格は不要とする）の存在をなくそうとしている。この点では，官製
談合の撲滅には効果的ではなかろうか。「正直な評価額で入札するのが最も損
しない」という理屈も，当提案を後押しする。ただし，万能といえるわけでは
ないことも承知している。あくまでもゲーム理論や確率論であろうとのそしり
は免れず，こうした問題には時宜および事案に応じた適切な対処が必要であろ
うと考える次第である。
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